
１．公認心理師のカリキュラムの到達目標１．公認心理師のカリキュラムの到達目標
○公認心理師国家試験の受験資格を得るまでに達成すべき到達目標を整理した（24項目）。
※公認心理師としての職責の自覚、問題解決能力と生涯学習 等

２．公認心理師となるために大学等で修めるべき科目２．公認心理師となるために大学等で修めるべき科目
○大学において修める科目は25科目とする。うち、実習については、80時間以上を実施。
※実習については、保健医療、福祉、教育等の分野の施設において、見学等により実施。

○大学院において修める科目は10科目とする。うち、実習については、450時間以上を実施
※実習については、見学だけではなくケースを担当する。医療機関（病院又は診療所）での実習は必須。

公認心理師のカリキュラム等検討会報告書の概要について公認心理師のカリキュラム等検討会報告書の概要について

４．受験資格の特例４．受験資格の特例
○法の施行日前に、大学又は大学院に入学した者が認められる受験資格の特例については、

２．で定める科目のうち５割程度の科目を修めていること。
（いわゆる現任者について）

○法施行の際現に、５年以上（常態として週１日以上勤務している期間を通算）心理に関する支援等を
業として行い、所定の講習会（30時間程度）の課程を修了した者に受験資格の特例を認める。
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３．大学卒業後の実務経験３．大学卒業後の実務経験
○文科大臣・厚労大臣が認めるプログラムにのっとって業務が実施されている施設において

２年以上の実務経験。
※プログラムとは、公認心理師法第２条第１号から第３号までに掲げる行為（要心理支援者に対する相談
援助等）の業務の実施に関する計画。標準的には３年間でプログラムを終えることを想定。

公認心理師法は平成27年９月９日により成立、同年９月16日に公布。
本検討会は平成28年９月から開催し、平成29年５月31日に報告書をとりまとめた。

５．国家試験について５．国家試験について
○公認心理師として具有すべき知識及び技能について出題。

マークシート方式として150～200問程度を出題。合格基準は正答率60％程度以上。



到達目標

1. 公認心理師としての職責の自覚
2. 問題解決能力と生涯学習
3. 多職種連携・地域連携
4. 心理学・臨床心理学の全体像
5. 心理学における研究
6. 心理学に関する実験
7. 知覚及び認知
8. 学習及び言語
9. 感情及び人格

10. 脳・神経の働き
11. 社会及び集団に関する心理学
12. 発達
13. 障害者（児）の心理学
14. 心理状態の観察及び結果の分析
15. 心理に関する支援（相談、助言、指導その他

の援助）
16. 健康・医療に関する心理学
17. 福祉に関する心理学
18. 教育に関する心理学
19. 司法・犯罪に関する心理学
20. 産業・組織に関する心理学
21. 人体の構造と機能及び疾病
22. 精神疾患とその治療
23. 各分野の関係法規
24. その他
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大学における必要な科目

1. 公認心理師の職責
2. 心理学概論
3. 臨床心理学概論
4. 心理学研究法
5. 心理学統計法
6. 心理学実験
7. 知覚・認知心理学
8. 学習・言語心理学
9. 感情・人格心理学

10. 神経・生理心理学
11. 社会・集団・家族心理学
12. 発達心理学
13. 障害者（児）心理学
14. 心理的アセスメント
15. 心理学的支援法
16. 健康・医療心理学
17. 福祉心理学
18. 教育・学校心理学
19. 司法・犯罪心理学
20. 産業・組織心理学
21. 人体の構造と機能及び疾病
22. 精神疾患とその治療
23. 関係行政論
24. 心理演習
25. 心理実習（80時間以上）

到達目標の項目、大学及び大学院における必要な科目について

（参考資料）

大学院における必要な科目

1.保健医療分野に関する理論と
2. 支援の展開
2. 福祉分野に関する理論と支援
4. の展開
3. 教育分野に関する理論と支援
6. の展開
4. 司法・犯罪分野に関する理論
8. と支援の展開
5. 産業・労働分野に関する理論

10. と支援の展開
6. 心理的アセスメントに関する

12. 理論と実践
7. 心理支援に関する理論と実践
8. 家族関係・集団・地域社会

15. おける心理支援に関する理論
16. と実践

9. 心の健康教育に関する理論と
18. 実践
10. 心理実践実習（450時間以上）
20. 産業・組織心理学
21. 人体の構造と機能及び疾病
22. 精神疾患とその治療
23. 関係行政論
24. 心理演習
25. 心理実習（80時間以上）



公 認 心 理 師 資 格 （登録）

公 認 心 理 師 試 験

４年制大学にお
いて省令で定め
る科目を履修

第７条第１号※

公認心理師の資格取得方法について

大学院において
省令で定める
科目を履修

４年制大学に
おいて省令で
定める科目

を履修

省令で定める
期間

の実務経験

第７条第２号※

実務経験５年

講習の受講

第７条第３号
経過措置

（附則第２条第１項
第１号及び第２号）

施行前に大学院
において省令で

定める科目を履修
（又は履修中）第１号及

び第２号
と同等以
上の知識
及び技能
を有する
と認定さ
れた者

施行前に、４年制大学におい
て省令で定める科目を履修

（又は履修中）

施行後に大学院
において省令で

定める科目を履修

経過措置※
（附則第２条第１項第３号及び第４号）

経過措置※
（附則第２条第２項）

省令で定める
期間

の実務経験

注）下線部は省令委任事項。
※該当条文に基づく受験資格取得者に「準ずるもの」を省令で定めることとされている。

Ａ ＧＦＥＤＣＢ

3



4

プログラムの基準の概要

①目標
プログラムの目標が、公認心理師のカリキュラムの到達目標を達成できるように定められて
いること

②指導者
心理に関する業務を行っている者（実習指導者の資格を有する者）が指導にあたること

③内容
以下につき具体的な内容が明記されていること

・自施設における業務内容（多職種との連携を含む）
・心理に関する支援を要する者等に対する面接等の実施時間及び回数（720時間以上かつ

240回以上。集団を対象とした支援を実施する場合を含む。当該面接等については前後に
指導者から指導を受けることも含む。このうち270時間以内を、心理学等に関する専門的な
知識の習得を目的として、大学院の科目に相当する講義の受講等により代替することは
可能。）

・３例以上のケースを担当すること
・他分野の見学・研修の内容（保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の５分野のうち、

主として業務を行っている分野以外の２分野60時間以上が望ましい。）
・指導体制と指導スケジュール
・プログラムの期間
・到達目標の管理方法
・プログラムを適用する者の受入可能定員

④期間
プログラムの期間については、面接等の実施時間及び回数を踏まえると、標準的には３年間で
プログラムを終えることが想定される



受験資格の特例について①
（法附則第２条第１項第１号及び同項第２号の省令で定める大学院における科目）

Ⅰ

①保健医療分野に関する理論と支援の展開

②福祉分野に関する理論と支援の展開

③教育分野に関する理論と支援の展開

④司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開

⑤産業・労働分野に関する理論と支援の展開

Ⅱ

⑥心理的アセスメントに関する理論と実践

⑦心理支援に関する理論と実践

⑧家族関係・集団・地域社会における心理支
援に関する理論と実践

⑨心の健康教育に関する理論と実践

Ⅲ ⑩心理実践実習（450時間以上）

法第７条第１号の省令で定める科目

Ⅰ（①～⑤）：主な職域における、心理に関
する相談、助言、指導その他の援助に関す
る科目

→ ①を含む３科目以上相当を修める

Ⅱ（⑥～⑨）：心理状態の観察及び分析並び
に心理に関する相談、助言、指導その他の
援助等についての理論に関する科目

→ ⑥～⑨のうち２科目以上に相当する科目
を修める

Ⅲ（⑩）：実習科目
→ 相当する科目を修める（時間は問わない）

法施行日前に大学院の課程を修了した場合
又は法施行日前に大学院に入学している場合

①から⑩までの科目をその類似性からⅠ～Ⅲ
の３つに分類し、それぞれについて定めた科
目（合計６科目以上相当）を修めている場合に、
法附則第２条第１項第１号又は同項第２号に
該当するものとする。
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受験資格の特例について②
（法附則第２条第１項第３号及び同項第４号の省令で定める大学における科目）

①公認心理師の職責

Ⅰ

②心理学概論

③臨床心理学概論

④心理学研究法

⑤心理学統計法

⑥心理学実験

Ⅱ

⑦知覚・認知心理学

⑧学習・言語心理学

⑨感情・人格心理学

⑩神経・生理心理学

⑪社会・集団・家族心理学

⑫発達心理学

⑬障害者（児）心理学

Ⅲ
⑭心理的アセスメント

⑮心理学的支援法

Ⅳ

⑯健康・医療心理学

⑰福祉心理学

⑱教育・学校心理学

⑲司法・犯罪心理学

⑳産業・組織心理学

Ⅴ
㉑人体の構造と機能及び疾病

㉒精神疾患とその治療

㉓関係行政論

Ⅲ
㉔心理演習

㉕心理実習（80時間以上）

法第７条第１号及び第２号の省令で定める科目

Ⅰ（②～⑥）：心理学基礎科目
→ ３科目以上相当を修める

Ⅱ（⑦～⑬）：心理学の基本的理論に関する科目
→ ４科目以上相当を修める

法施行日前に大学に入学した場合

①と㉓を除いた23科目をその類似性からⅠ～Ⅴの５つ
に分類し、それぞれについて定めた科目（合計12科目
以上相当）を修めている場合に、法附則第２条第１項第
３号又は同項第４号に該当するものとする。

Ⅳ（⑯～⑳）：主な職域における心理学に関する科目
→ ２科目以上相当を修める（ただし、⑯を心理学関連科目

（Ⅴ）として修める場合、主な職域における心理学に関
する科目（Ⅳ）として⑰～⑳から２科目以上相当を修める）

Ⅴ（㉑、㉒）：心理学関連科目
→ ㉑又は㉒に相当する科目を修める

（⑯に相当する科目を修めた場合も可）

Ⅲ（⑭、⑮、㉔及び㉕）：心理状態の観察及び分析並び
に心理に関する相談、助言、指導その他の援助等につ
いての基本的理論及び実践に関する科目

→ ２科目以上相当を修める（ただし㉕に
ついては時間を問わない）

※①及び㉓は、公認心理師特有の科目と考えられ、法施行
日において、相当する科目を開講している大学は少ないと
想定されるため、修める必要のある科目としない。
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公認心理師カリキュラム等検討会

＜検討経緯＞
平成28年

９月20日 第１回公認心理師カリキュラム等検討会

10月 ４日 第２回公認心理師カリキュラム等検討会

11月 ４日 第１回公認心理師カリキュラム等検討会ワーキングチーム（以下、「ＷＴ」という。）
11月16日 第２回ＷＴ（関係者・有識者からヒアリング）

（関係者・有識者）臨床心理職国家資格推進連絡協議会
医療心理師国家資格制度推進協議会
一般社団法人日本心理学諸学会連合
日本学術会議
臨床心理分野専門職大学院協議会
公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会
川畑直人ＷＴ構成員

12月 ９日 第３回ＷＴ
12月22日 第４回ＷＴ

平成29年
１月12日 第５回ＷＴ
２月22日 第６回ＷＴ
３月 ９日 第７回ＷＴ
３月30日 第８回ＷＴ（素案とりまとめ）
４月13日 第３回公認心理師カリキュラム等検討会
５月10日 第４回公認心理師カリキュラム等検討会
５月31日 第５回公認心理師カリキュラム等検討会（報告書とりまとめ） 7



氏名 所属・役職

石隈 利紀 一般社団法人日本スクールカウンセリング推進協議会 副理事長

大野 博之 公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会 常務理事

釜萢 敏 公益社団法人日本医師会 常任理事

川畑 直人 日本臨床心理士養成大学院協議会 会長

北村 聖 国際医療福祉大学医学部 医学部長・教授

栗林 正巳
日産自動車株式会社人事本部人財開発／HRプロセス
マネジメント部安全健康管理室

子安 増生 一般社団法人日本心理学諸学会連合 理事長

佐藤 忠彦 社会福祉法人桜ヶ丘社会事業協会桜ヶ丘記念病院 理事長

角田 亮 さいたま保護観察所 企画調整課長

鉄島 清毅 東京少年鑑別所 首席専門官

林 道彦 公益社団法人日本精神科病院協会 常務理事

笛木 啓介 大田区立大森第三中学校 校長

村瀬 嘉代子 一般社団法人日本臨床心理士会 会長

山中 ともえ 東京都調布市立飛田給小学校 校長

米山 明 一般社団法人全国児童発達支援協議会 副会長

渡邉 直 千葉県市川児童相談所 所長

平成29年５月3１日現在

公認心理師カリキュラム等検討会構成員名簿

（50音順、敬称略）

座長
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氏 名 所属・役職

奥村 茉莉子 臨床心理職国家資格推進連絡協議会 事務局長

川畑 直人 日本臨床心理士養成大学院協議会 会長

北村 聖 国際医療福祉大学大学院 教授

黒木 俊秀 国立大学法人九州大学大学院人間環境学研究院 教授

沢宮 容子 一般社団法人日本心理学諸学会連合 理事

田﨑 博一 一般財団法人愛成会弘前愛成会病院 院長

丹野 義彦 日本学術会議 第一部会員

中嶋 義文 社会福祉法人三井記念病院 精神科部長

中根 隆弘 埼玉県教育局南部教育事務所 指導主事

増沢 高 子どもの虹情報研修センター研修部 部長

増田 健太郎 臨床心理分野専門職大学院協議会 会長

宮脇 稔 全国保健・医療・福祉心理職能協会 会長

吉川 眞理 公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会 評議員

平成29年３月30日現在

公認心理師カリキュラム等検討会ワーキングチーム構成員名簿

（50音順、敬称略）

座長
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公認心理師法（概要）

一 目的

公認心理師の資格を定めて、その業務の適正を図り、

もって国民の心の健康の保持増進に寄与することを目的と

する。

二 定義

「公認心理師」とは、公認心理師登録簿への登録を受け、

公認心理師の名称を用いて、保健医療、福祉、教育その他

の分野において、心理学に関する専門的知識及び技術を

もって、次に掲げる行為を行うことを業とする者をいう。

① 心理に関する支援を要する者の心理状態の観察、そ

の結果の分析

② 心理に関する支援を要する者に対する、その心理に

関する相談及び助言、指導その他の援助

③ 心理に関する支援を要する者の関係者に対する相談

及び助言、指導その他の援助

④ 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び

情報の提供

三 試験

公認心理師として必要な知識及び技能について、主務大

臣が公認心理師試験を実施する。受験資格は、以下の者に

付与する。

① 大学において主務大臣指定の心理学等に関する科目

を修め、かつ、大学院において主務大臣指定の心理学

等の科目を修めてその課程を修了した者等

② 大学で主務大臣指定の心理学等に関する科目を修め、

卒業後一定期間の実務経験を積んだ者等

③ 主務大臣が①及び②に掲げる者と同等以上の知識及

び技能を有すると認めた者

四 義務

１ 信用失墜行為の禁止

２ 秘密保持義務（違反者には罰則）

３ 公認心理師は、業務を行うに当たっては、医師、教員

その他の関係者との連携を保たねばならず、心理に関す

る支援を要する者に当該支援に係る主治医があるときは、

その指示を受けなければならない。

五 名称使用制限

公認心理師でない者は、公認心理師の名称又は心理師と

いう文字を用いた名称を使用してはならない。（違反者に

は罰則）

六 主務大臣

文部科学大臣及び厚生労働大臣

七 施行期日

一部の規定を除き、公布の日から起算して２年を超えな

い範囲内において政令で定める日から施行する。

八 経過措置

既存の心理職資格者等に係る受験資格等について、所要

の経過措置を設ける。

平成２７年９月 ９日成立
平成２７年９月１６日公布

10


